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監
査
に
関
す
る
品
質
管
理
基
準
の
改

訂
を
公
表
─
企
業
会
計
審
議
会
総
会・会
計
部
会
合
同
会
合

監
　
　
査

去
る
11
月
16
日
、
企
業
会
計
審
議

会
総
会
・
第
８
回
会
計
部
会
（
会
長
・

部
会
長
と
も
に
徳
賀
芳
弘
京
都
大
学

名
誉
教
授
・
特
任
教
授
）
が
開
催
さ

れ
た
。
主
な
審
議
事
項
は
次
の
と
お

り
。監

査
に
関
す
る
品
質
管
理
基
準
の

改
訂監

査
に
関
す
る
品
質
管
理
基
準
の

改
訂
に
係
る
意
見
書
案
（
２
０
２
１

年
11
月
20
日
号
（
№
１
６
２
８
）
情

報
ダ
イ
ジ
ェ
ス
ト
参
照
）に
つ
い
て
、

堀
江
正
之
監
査
部
会
会
長
（
日
本
大

学
商
学
部
教
授
）
よ
り
説
明
が
行
わ

れ
た
。

⑴　
主
な
改
訂
内
容

本
改
訂
は
、
国
際
的
な
品
質
管
理

に
関
す
る
基
準
と
の
整
合
性
を
確
保

し
つ
つ
、
監
査
事
務
所
の
一
層
積
極

的
な
監
査
品
質
の
向
上
に
向
け
た
取

組
み
の
た
め
、
改
訂
を
行
う
も
の
。

本
年
６
月
に
監
査
部
会
に
お
い
て
公

表
し
た
公
開
草
案
（
２
０
２
１
年
７

月
10
日
号
（
№
１
６
１
６
）
情
報
ダ

イ
ジ
ェ
ス
ト
参
照
）
に
寄
せ
ら
れ
た

意
見
を
踏
ま
え
、
一
部
修
正
が
行
わ

れ
た
。

主
な
改
訂
の
内
容
は
次
の
と
お
り
。

・
リ
ス
ク
・
ア
プ
ロ
ー
チ
に
基
づ
く

品
質
管
理
シ
ス
テ
ム
の
導
入

・
品
質
管
理
シ
ス
テ
ム
の
構
成

・
監
査
事
務
所
が
所
属
す
る
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
へ
の
対
応

・
品
質
管
理
シ
ス
テ
ム
の
評
価

品
質
管
理
シ
ス
テ
ム
の
導
入
に
伴

い
、
監
査
事
務
所
は
品
質
管
理
シ
ス

テ
ム
の
整
備
・
運
用
の
状
況
を
適
時

に
把
握
し
、
識
別
し
た
不
備
に
適
切

に
対
処
す
る
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
お
よ
び

改
善
プ
ロ
セ
ス
、
第
三
者
に
よ
る

チ
ェ
ッ
ク
を
通
じ
た
改
善
の
実
施
に

つ
い
て
明
文
化
さ
れ
て
い
る
。

⑵　
適
用
関
係

改
訂
品
質
管
理
基
準
は
、

２
０
２
３
年
７
月
１
日
以
後
に
開
始

す
る
事
業
年
度
ま
た
は
会
計
期
間

（
公
認
会
計
士
法
上
の
大
規
模
監
査

法
人
以
外
の
監
査
事
務
所
に
お
い
て

は
、
２
０
２
４
年
７
月
１
日
以
後
に

開
始
す
る
事
業
年
度
ま
た
は
会
計
期

間
）
に
係
る
財
務
諸
表
の
監
査
か
ら

実
施
す
る
。
な
お
、
品
質
管
理
シ
ス

テ
ム
の
評
価
に
つ
い
て
は
、
改
訂
品

質
管
理
基
準
の
実
施
以
後
に
開
始
す

る
監
査
事
務
所
の
会
計
年
度
の
末
日

か
ら
実
施
可
能
（
早
期
適
用
可
）。

改
訂
品
質
管
理
基
準
の
実
施
に
あ

た
り
、
関
係
法
令
に
お
け
る
所
要
の

整
備
、
お
よ
び
、
適
用
に
あ
た
り
必

要
と
な
る
実
務
指
針
の
作
成
の
早
急

な
対
応
に
つ
い
て
も
要
請
さ
れ
て
い

る
。

　
　
　
　
　
　

＊

意
見
書
案
に
関
し
て
、
特
段
の

異
論
は
聞
か
れ
な
か
っ
た
た
め
、

当
初
案
ど
お
り
の
内
容
で
11
月

19
日
に
公
表
さ
れ
た
（https://

w
w

w
.fsa.go

.jp
/n

ew
s/r3

/
sonota/20211116.htm

l

）。

最
近
の
会
計
監
査
等
を
め
ぐ
る
動
向

事
務
局
や
委
員
か
ら
、「
会
計
監

査
の
在
り
方
に
関
す
る
懇
談
会
」
に

お
け
る
論
点
整
理
の
紹
介
や
、
サ
ス

テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
報
告
に
関
す
る
金
融

審
議
会
デ
ィ
ス
ク
ロ
ー
ジ
ャ
ー
Ｗ
Ｇ

に
お
け
る
検
討
状
況
、
会
計
基
準
を

め
ぐ
る
変
遷
と
最
近
の
状
況
等
に
つ

い
て
の
説
明
が
行
わ
れ
た
。

「
バ
ー
チ
ャ
ル
総
会
の
運
営
実
務
」、公

表
─
全
株
懇

法
　
　
務

去
る
11
月
17
日
、
全
国
株
懇
連
合

会
は
、
提
案
書
「
バ
ー
チ
ャ
ル
総
会

の
運
営
実
務
」（
以
下
、「
本
提
案
書
」

と
い
う
）
を
取
り
ま
と
め
、
公
表
し

た
。本

提
案
書
の
趣
旨

本
提
案
書
で
は
、
バ
ー
チ
ャ
ル
総

会
を
、
Ｄ
Ｘ
の
進
展
、
新
型
コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
流
行
と
い
っ
た

背
景
の
も
と
、
政
府
の
バ
ー
チ
ャ
ル

総
会
の
利
用
を
後
押
し
す
る
迅
速
な

動
き
や
さ
ら
な
る
デ
ジ
タ
ル
活
用
の

推
進
政
策
も
あ
り
、
今
後
も
会
員
企

業
の
選
択
肢
の
１
つ
と
し
て
そ
の
存

在
感
を
増
す
も
の
と
し
て
、
位
置
づ

け
て
い
る
。

そ
の
う
え
で
、
バ
ー
チ
ャ
ル
総
会

の
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
型
・
バ
ー
チ
ャ
ル

オ
ン
リ
ー
型
双
方
に
お
け
る
制
度

面
、
実
務
面
の
整
理
や
Ｄ
Ｘ
の
活
用

等
に
つ
い
て
、
１
０
８
頁
に
わ
た
っ

て
ま
と
め
ら
れ
て
い
る
。

な
お
、本
提
案
書
で
は
、バ
ー
チ
ャ

ル
総
会
の
実
施
を
推
奨
す
る
も
の
で

は
な
く
、
会
員
企
業
の
検
討
に
際
し

て
の
一
助
と
な
る
こ
と
を
目
的
と
す

る
も
の
で
あ
る
こ
と
が
付
言
さ
れ
て

い
る
。

本
提
案
書
の
構
成

本
提
案
書
は
、
４
章
構
成
に
な
っ

て
お
り
、
各
章
の
概
要
は
、
次
の
と

お
り
。

⑴　
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
型
バ
ー
チ
ャ
ル

株
主
総
会

バ
ー
チ
ャ
ル
総
会
の
な
か
で
も
、

今
後
の
利
用
進
展
が
見
込
ま
れ
る
ハ

イ
ブ
リ
ッ
ド
型
の
運
営
実
務
に
つ
き

実
例
を
踏
ま
え
た
網
羅
的
な
取
り
ま

と
め
を
行
い
、
総
会
当
日
の
留
意
点

等
を
案
内
し
て
い
る
。

⑵　
改
正
産
業
競
争
力
強
化
法
に
基

づ
く
場
所
の
定
め
の
な
い（
バ
ー

チ
ャ
ル
オ
ン
リ
ー
型
）株
主
総
会

ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
型
か
ら
の
さ
ら
な

る
発
展
形
と
な
る
バ
ー
チ
ャ
ル
オ
ン

リ
ー
型
を
可
能
と
す
る
産
業
競
争
力

強
化
法
の
改
正
内
容
等
の
概
要
に
つ

い
て
解
説
し
て
い
る
。

⑶　
バ
ー
チ
ャ
ル
オ
ン
リ
ー
型
株
主

総
会
の
運
営
に
係
る
考
慮
事
項

⑵
を
承
け
て
バ
ー
チ
ャ
ル
オ
ン

リ
ー
型
株
主
総
会
の
運
営
に
お
け
る

考
慮
点
等
に
つ
き
付
言
す
る
こ
と
に

よ
り
、
バ
ー
チ
ャ
ル
オ
ン
リ
ー
型
で

の
株
主
総
会
開
催
を
指
向
す
る
会
員

企
業
各
社
の
参
考
に
供
す
る
こ
と
を

企
図
し
て
い
る
。

⑷　
そ
の
他
の
Ｄ
Ｘ

株
式
実
務
お
よ
び
周
辺
業
務
に
関

連
す
る
デ
ジ
タ
ル
化
の
新
た
な
し
く

み
（
音
声
認
識
Ａ
Ｉ
、
ブ
ロ
ッ
ク

チ
ェ
ー
ン
技
術
の
活
用
、電
子
署
名
、

押
印
な
ど
）
に
つ
い
て
取
り
ま
と
め

を
試
み
、
バ
ー
チ
ャ
ル
総
会
の
自
社

で
の
採
用
は
ま
だ
先
と
考
え
て
い
る
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Ｓ
Ｎ
Ｓ
で
の
誹
謗
中
傷
が
社
会
的
に

深
刻
な
問
題
と
な
っ
て
い
ま
す
。
た
と

え
ば
、
Ａ
社
の
代
表
者
Ｘ
が
、
ツ
イ
ッ

タ
ー
に
次
の
よ
う
な
こ
と
を
書
か
れ
る

被
害
に
あ
っ
た
と
し
ま
す
。

【
Ａ
社
の
代
表
者
Ｘ
は
反
社
会
的
集

団
〇
〇
と
の
関
係
が
深
い
。
Ａ
社
の

収
益
が
〇
〇
に
流
れ
て
い
る
】。

こ
の
よ
う
な
根
も
葉
も
な
い
こ
と
を

ネ
ッ
ト
上
に
書
き
込
ま
れ
る
と
、
Ａ
社

や
Ｘ
の
社
会
的
評
価
（
名
誉
）
が
低

下
し
ま
す
。
い
く
ら
基
本
的
人
権
と

し
て
言
論
の
自
由
が
保
障
さ
れ
て
い
る

と
い
っ
て
も
、
事
実
で
な
い
こ
と
を
公

に
し
て
他
人
の
名
誉
を
傷
つ
け
る
こ
と

は
法
的
に
許
さ
れ
ま
せ
ん
。

誹
謗
中
傷
を
意
味
す
る
法
律
用
語

と
し
て
は
、「
名
誉
棄
損
」
と
「
侮
辱
」

が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。
両
者
の
違
い
は
、

「
事
実
を
示
す
か
ど
う
か
」
に
あ
り
ま

す
。
価
値
判
断
や
評
価
だ
け
で
は「
事

実
」
と
は
い
え
ま
せ
ん
。
こ
こ
で
い
う

「
事
実
」
と
は
、「
真
実
か
ど
う
か
客

観
的
に
判
定
で
き
る
事
柄
」
と
い
う
意

味
に
な
り
ま
す
。
そ
の
よ
う
な
事
実

を
示
し
た
誹
謗
中
傷
が
「
名
誉
棄
損
」

（
刑
法
230
①
参
照
）、
事
実
を
示
さ
な

い
誹
謗
中
傷
が
「
侮
辱
」（
刑
法
231
参

照
）
と
い
う
こ
と
に
な
り
ま
す
。
た
と

え
ば
、
先
ほ
ど
の
ツ
イ
ッ
タ
ー
の
事
例

は
、事
実
を
示
し
て
い
ま
す
か
ら
、「
名

誉
棄
損
」
に
該
当
し
ま
す
。
こ
れ
に

対
し
、「
Ｘ
は
バ
カ
だ
」
と
い
っ
た
書

き
込
み
で
あ
れ
ば
、
事
実
で
は
な
く
、

評
価
に
よ
る
悪
口
で
す
か
ら
、「
侮
辱
」

に
該
当
し
ま
す
。

刑
法
は
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
が
普
及
し

て
い
な
い
時
代
に
制
定
さ
れ
た
法
律
で

す
か
ら
、
ネ
ッ
ト
上
で
の
爆
発
的
な
被

害
拡
散
は
想
定
さ
れ
て
い
ま
せ
ん
。
そ

の
た
め
、
現
行
法
の
法
定
刑
は
、
名

誉
棄
損
罪
が
「
３
年
以
下
の
懲
役
も

し
く
は
禁
錮
ま
た
は
50
万
円
以
下
の

罰
金
」
で
あ
る
の
に
対
し
、
侮
辱
罪

は
「
拘
留
（
30
日
未
満
）
ま
た
は
科
料

（
１
万
円
未
満
）」
で
あ
り
、
両
者
に

非
常
に
大
き
な
差
が
あ
り
ま
す
。
ネ
ッ

ト
上
で
の
侮
辱
に
対
す
る
法
改
正
を

求
め
る
動
き
も
あ
り
、
侮
辱
罪
の
厳

罰
化
（「
１
年
以
下
の
懲
役
・
禁
錮
ま

た
は
30
万
円
以
下
の
罰
金
」）
を
盛
り

込
ん
だ
刑
法
改
正
案
の
要
綱
が
本
年

10
月
21
日
に
法
務
相
に
答
申
さ
れ
ま

し
た
。

名
誉
棄
損
の
被
害
に
あ
っ
た
場
合
、

加
害
者
に
対
し
、
不
法
行
為
に
基
づ

い
た
慰
謝
料
請
求
も
可
能
で
す
（
民

法
709
）。
も
っ
と
も
、
社
会
的
な
評
価

を
下
げ
る
言
論
が
、
常
に
不
法
行
為

と
な
る
わ
け
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
た
と

え
ば
、「
政
治
家
Ｘ
が
賄
賂
を
も
ら
っ

た
」
と
報
道
さ
れ
、
そ
れ
が
真
実
だ
っ

た
場
合
、
そ
の
よ
う
な
報
道
が
違
法

に
な
る
こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
。

社
会
的
評
価
を
下
げ
る
言
論
に
つ

い
て
は
、
次
の
３
つ
の
要
件
を
充
た
せ

ば
、
不
法
行
為
に
な
ら
な
い
と
さ
れ
て

い
ま
す
。
①
公
共
の
利
害
に
関
す
る

事
実
で
あ
る
こ
と
（

≒

個
人
的
な
事
柄

で
は
な
い
こ
と
）、
②
専
ら
公
益
を
図

る
目
的
で
な
さ
れ
た
こ
と（

≒

個
人
的・

感
情
的
な
目
的
で
は
な
い
こ
と
）、
③

発
信
し
た
内
容
が
真
実
で
あ
る
と
証

明
さ
れ
た
こ
と
。
た
だ
し
、
③
の
要

件
に
つ
い
て
は
、
結
果
的
に
真
実
で
な

か
っ
た
と
し
て
も
、「
相
当
な
理
由
に

よ
っ
て
真
実
だ
と
信
じ
た
場
合
」
は
、

不
法
行
為
に
な
ら
な
い
と
さ
れ
て
い
ま

す
。
社
会
の
た
め
、
他
人
や
他
社
の

社
会
的
評
価
を
下
げ
る
発
信
を
せ
ざ

る
を
得
な
い
場
合
は
、
確
実
な
資
料

や
根
拠
に
よ
る
裏
づ
け
を
と
っ
て
お
く

必
要
が
あ
り
ま
す
。

「
競
争
関
係
に
あ
る
他
人
の
営
業
上

の
信
用
を
害
す
る
虚
偽
の
事
実
を
告

知
し
、
又
は
流
布
す
る
行
為
」
は
、

不
正
競
争
行
為
に
も
該
当
し
ま
す
（
不

正
競
争
防
止
法
２
①
二
十一の
「
営
業

誹
謗
行
為
」）。
冒
頭
の
事
例
に
お
い

て
、
ツ
イ
ッ
タ
ー
に
投
稿
し
た
加
害
者

が
競
合
す
る
Ｂ
社
の
代
表
者
Ｙ
だ
っ
た

場
合
、
Ａ
社
の
信
用
を
落
と
す
虚
偽

の
事
実
を
流
布
し
た
の
で
す
か
ら
、
Ａ

社
と
し
て
は
、
不
正
競
争
防
止
法
に

基
づ
き
、
Ｙ
に
対
し
法
的
措
置
を
と

る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

名
誉
棄
損
と
侮
辱

白
川　

敬
裕

経
理
に〝
効
く
〟

法
律
雑
学

会
員
企
業
を
含
め
、
広
く
各
社
の
取

組
み
に
資
す
る
よ
う
参
考
情
報
の
提

供
を
も
あ
わ
せ
て
行
っ
て
い
る
。

国
際
会
計

「
コ
ベ
ナ
ン
ツ
の
付
さ
れ
た
非
流
動
負

債
」Ｅ
Ｄ
、公
表
─
Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ

去
る
11
月
19
日
、
Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
は
、

コ
ベ
ナ
ン
ツ
の
付
さ
れ
た
非
流
動
負

債
に
関
す
る
ガ
イ
ダ
ン
ス
を
定
め
る

「
コ
ベ
ナ
ン
ツ
の
付
さ
れ
た
非
流
動

負
債
：
Ｉ
Ａ
Ｓ
１
号
の
改
訂
提
案
」

（
以
下
、「
公
開
草
案
」
と
い
う
）
を

公
表
し
た
。

公
表
の
経
緯

Ｉ
Ａ
Ｓ
１
号「
財
務
諸
表
の
表
示
」

で
は
、
あ
る
負
債
を
非
流
動
に
区
分

す
る
た
め
に
は
、
報
告
期
間
の
末
日

に
お
い
て
少
な
く
と
も
12
カ
月
間
、

当
該
負
債
の
決
済
を
繰
り
延
べ
る
権

利
を
企
業
が
有
し
て
い
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
と
さ
れ
て
い
る
。

Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
は
、
２
０
２
０
年
１
月

に
「
負
債
の
流
動
・
非
流
動
へ
の
分

類
」
を
公
表
し
、
企
業
が
負
債
に
関

し
て
決
済
を
繰
り
延
べ
る
権
利
に
つ

い
て
、
当
該
負
債
に
コ
ベ
ナ
ン
ツ
が

付
さ
れ
て
い
る
場
合
に
ど
の
よ
う
に

評
価
す
る
か
を
明
確
に
し
て
い
た
。

そ
の
後
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
解
釈
指
針
委

員
会
が
暫
定
ア
ジ
ェ
ン
ダ
決
定
で
、

コ
ベ
ナ
ン
ツ
の
遵
守
が
報
告
期
間
の

末
日
以
降
の
12
カ
月
以
内
に
求
め
ら

れ
る
場
合
で
あ
っ
て
も
、
コ
ベ
ナ
ン

ツ
の
条
件
を
当
該
末
日
に
適
用
し
た

場
合
に
要
件
を
満
た
さ
な
い
の
で
あ

れ
ば
、
企
業
に
は
負
債
の
決
済
を
繰

り
延
べ
る
権
利
は
な
く
、
当
該
負
債

を
流
動
に
区
分
す
べ
き
と
し
て
い

た
。公

開
草
案
の
内
容

今
回
の
公
開
草
案
は
、
当
該
ア

ジ
ェ
ン
ダ
暫
定
決
定
に
対
す
る
懸
念

に
対
応
し
て
公
表
さ
れ
て
い
る
。

公
開
草
案
に
よ
る
提
案
で
は
、
企

業
が
報
告
期
間
の
末
日
以
降
12
カ
月

以
内
に
遵
守
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

条
件
は
、
負
債
の
流
動
・
非
流
動
の

分
類
に
は
影
響
を
与
え
な
い
と
さ
れ

て
い
る
。
代
わ
り
に
、
当
該
非
流
動

負
債
を
別
個
に
表
示
し
て
、
当
該
非

流
動
負
債
に
関
す
る
条
件
を
開
示
す

る
こ
と
が
提
案
さ
れ
て
い
る
。

コ
メ
ン
ト
期
限

公
開
草
案
に
対
す
る
コ
メ
ン
ト

は
、
２
０
２
２
年
３
月
21
日
ま
で
受

け
付
け
ら
れ
て
い
る
。
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国
際
会
計

政
府
援
助
の
開
示
に
関
す
る
Ａ
Ｓ
Ｕ
、

公
表
─
Ｆ
Ａ
Ｓ
Ｂ

国
際
会
計

信
用
損
失
に
関
す
る
Ａ
Ｓ
Ｕ
公
開
草

案
、公
表
─
Ｆ
Ａ
Ｓ
Ｂ

去
る
11
月
17
日
、
Ｆ
Ａ
Ｓ
Ｂ
は

会
計
基
準
ア
ッ
プ
デ
ー
ト
（
Ａ
Ｓ

Ｕ
）
２
０
２
１
―
10
「
政
府
援
助

（G
overnm

ent assistance

）（
ト

ピ
ッ
ク
832
）―
政
府
援
助
に
つ
い
て
の

事
業
会
社
に
よ
る
開
示
」を
公
表
し
た
。

公
表
の
経
緯

現
行
で
は
、
事
業
会
社
に
よ
り
受

領
さ
れ
た
政
府
援
助
の
会
計
処
理
や

開
示
に
つ
い
て
の
特
定
の
ガ
イ
ダ
ン

ス
は
存
在
し
な
い
。
Ａ
Ｓ
Ｕ
で
は
、

新
し
い
ト
ピ
ッ
ク
832
を
設
定
し
て
い

る
が
、
開
示
を
扱
っ
て
お
り
、
現
行

基
準
と
同
様
に
会
計
処
理
は
扱
っ
て

い
な
い
。

Ａ
Ｓ
Ｕ
の
内
容

政
府
と
の
取
引
に
つ
い
て
、
次
の

年
次
開
示
が
要
求
さ
れ
る
。

・
取
引
の
内
容
の
情
報
お
よ
び
、
取

引
の
会
計
処
理
に
使
用
さ
れ
る
関

連
す
る
会
計
方
針

・
取
引
に
よ
り
影
響
を
受
け
る
貸
借

対
照
表
・
損
益
計
算
書
の
科
目
と

そ
れ
ら
の
科
目
の
当
期
の
金
額

・
コ
ミ
ッ
ト
メ
ン
ト
と
偶
発
事
象
を

含
む
取
引
の
重
要
な
条
件

適
用
関
係

Ａ
Ｓ
Ｕ
の
ガ
イ
ダ
ン
ス
は
、
政
府

と
の
取
引
を
他
の
会
計
モ
デ
ル
（
た

と
え
ば
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
の
政
府
補
助
金

（grant

）
モ
デ
ル
や
、
非
営
利
企

業
―
収
益
認
識
（
サ
ブ
・
ト
ピ
ッ
ク

958
―

605
）の
寄
付（contribution

）

モ
デ
ル
）
の
類
推
に
よ
り
会
計
処
理

し
て
い
る
企
業
に
適
用
さ
れ
る
。

Ａ
Ｓ
Ｕ
は
２
０
２
１
年
12
月
16
日

以
降
開
始
す
る
年
度
か
ら
適
用
さ

れ
、
早
期
適
用
は
認
め
ら
れ
る
。
将

来
に
向
か
っ
て
、
も
し
く
は
遡
及
的

に
適
用
さ
れ
る
。

去
る
11
月
23
日
、
Ｆ
Ａ
Ｓ
Ｂ
は
会

計
基
準
ア
ッ
プ
デ
ー
ト
（
Ａ
Ｓ
Ｕ
）
の

公
開
草
案
「
金
融
商
品
―
信
用
損
失

（
ト
ピ
ッ
ク
326
）
―
問
題
の
生
じ
た
債

務
の
再
編
と
発
生
年
度
ご
と
の
開
示
」

（
以
下
、「
公
開
草
案
」
と
い
う
）
を

公
表
し
た
。

現
行
の
規
定

現
行
で
は
、
問
題
の
生
じ
た
債
務
の

再
編（troubled debt restructuring

）

（
以
下
、「
Ｔ
Ｄ
Ｒ
」
と
い
う
）
の
条

件
を
満
た
す
貸
付
金
の
再
編
と
再
貸

付
け
に
は
「
一
般
的
な
認
識
と
測
定

の
例
外
」
が
提
供
さ
れ
て
い
る
。

条
件
の
変
更
が
Ｔ
Ｄ
Ｒ
の
場
合
に

は
、追
加
の
予
想
損
失
が
計
上
さ
れ
、

特
定
の
開
示
が
要
求
さ
れ
る
。

公
開
草
案
の
内
容

公
開
草
案
は
、「
債
権
者
に
よ
る

Ｔ
Ｄ
Ｒ
（
サ
ブ
・
ト
ピ
ッ
ク
310
―

40
）」
を
削
除
し
、
契
約
の
条
件
変

更
（m

odification

）
が
新
し
い

貸
付
け
と
既
存
の
貸
付
け
の
継
続
の

い
ず
れ
に
な
る
の
か
を
決
定
す
る
こ

と
を
要
求
し
て
い
る
。

ま
た
、
債
務
者
が
財
政
的
に
困
難

な
状
況
で
あ
る
場
合
の
債
権
者
に
よ

る
貸
付
金
の
再
貸
付
け
と
再
編
に
関

す
る
開
示
を
強
化
し
て
い
る
。

公
開
草
案
は
、
信
用
損
失
を
計
上

す
る
債
権
（「
金
融
商
品
―
信
用
損

失
―
償
却
原
価
（
サ
ブ
・
ト
ピ
ッ
ク

326
―
20
）」
の
範
囲
の
債
権
）
に
つ

い
て
、
発
生
年
度
ご
と
の
当
期
間
の

貸
倒
総
額
（
現
行
の
貸
倒
純
額
で
は

な
く
）
の
開
示
を
要
求
し
て
い
る
。

適
用
関
係
等

公
開
草
案
の
適
用
日
は
未
定
で
あ

る
が
、原
則
と
し
て
、将
来
に
向
か
っ

て
適
用
さ
れ
る
。

コ
メ
ン
ト
期
限
は
、
２
０
２
１
年

12
月
23
日
で
あ
る
。

経理用語の豆知識
企業結合会計におけるのれんの会計処理

のれんは、資産に計上し、20年以内のその効果の及ぶ
期間にわたって、合理的な方法により規則的に償却すると
されている。のれんの償却にあたり、留意すべき事項とし
て、①のれんの償却開始時期は企業結合日となる、②のれ
んを企業結合日に全額費用処理することはできない（金額
に重要性が乏しい場合を除く）、③のれんの償却額は販売
費及び一般管理費とし、減損処理以外の事由で特別損失
に計上することはできない、④関連会社と企業結合したこ
とにより発生したのれんは、持分法による投資評価額に含
まれていたのれんの未償却分と区分せず、企業結合日から
新たな償却期間にわたり償却する、⑤のれんの償却時期
および償却方法は、企業結合ごとに取得企業が決定する、
が挙げられる。のれんの未償却残高は減損処理の対象と
なり、のれん以外の無形資産に配分された金額が相対的
に大きくなる場合やプレミアムが支払われた場合等にお
いて減損の兆候があるとされている。

業務処理の電子化の推進

リモートワークの実施にあたっては、伝統的な業務処理
（印鑑の押印、オフィス内に限定された電子システムへの
アクセス等）が遠隔地から行えないことがその制約要因と
なる。今後、企業がリモートワークを常態化または進展さ
せていこうとするのであれば、既存の業務処理を電子形式
で作成された情報（電子形式情報）や電子的技術を用いた
業務処理に変更していくことが前提となる。

企業においては、たとえば、遠隔地から業務処理を実施
できるように、電子形式情報の特性を考慮して、情報処理
に使用する情報の電子化を図り、複数者が同時にアクセス
する等、情報の一元化と承認者・関与者の見直しによって
業務処理の速度を高め、効率的に業務処理を行うことを
指向していくことが考えられる。さらに、データ形式情報を
取引先等の外部から直接に入手し、電子システムに取り込
むことにより業務処理の自動化を促すとともに、有効に業
務処理を行うことが想定される。



情報ダイジェスト

経理情報●2021.12.10（No.1630）7

この10日間に公表・公布された経理関係重要法規等
日　付 法　規　等 出　所 備　考 掲載号

2021年 
11月19日

EDINETで提出する監査報告書
の欄外記載について（お知らせ） JICPA

2021年５月の公認会計士法改正により、電磁的方法により電子署名
を付した監査報告書を作成することが可能になることを踏まえ、監査
報告書の作成方法が書面または電磁的方法のいずれにおいても利用
可能な記載例を示すもの。
https://jicpa.or.jp/specialized_field/20211119dhb.html

―

2021年 
11月19日

監査・保証実務委員会実務指針
「イメージ文書により入手する
監査証拠に関する実務指針」（公
開草案）の公表

JICPA

改正電子帳簿保存法に伴いスキャナ保存制度について要件緩和がな
されたこと、企業におけるDXやリモートワークの推進により、企業の
取引情報の電子化が一層加速することが見込まれること等に対応し
て、 イメージ文書に係るリスクの識別と評価やリスクへの対応等に
ついて取りまとめたもの。コメント期限は2021年12月20日。
https://jicpa.or.jp/specialized_field/20211119cjb.html

今号
第２特集

金
　
　
融

米
Ｆ
Ｒ
Ｂ
議
長
人
事
と
金
融
政
策
の

思
惑

バ
イ
デ
ン
米
大
統
領
は
11
月
22

日
、
パ
ウ
エ
ル
連
邦
準
備
制
度
理
事

会
（
Ｆ
Ｒ
Ｂ
）
議
長
を
再
任
す
る
と

発
表
し
た
。
２
０
２
２
年
２
月
８
日

で
１
期
目
の
任
期
を
終
え
る
パ
ウ
エ

ル
議
長
の
２
期
目
続
投
が
決
ま
っ

た
。
お
お
む
ね
市
場
の
予
想
ど
お
り

で
、
パ
ウ
エ
ル
議
長
の
続
投
自
体
に

意
外
性
は
な
い
と
み
ら
れ
る
。

８
月
の
イ
エ
レ
ン
米
財
務
長
官
に

よ
る
パ
ウ
エ
ル
議
長
再
任
支
持
の
報

道
も
あ
り
、
バ
イ
デ
ン
大
統
領
も
議

会
で
の
承
認
可
能
性
を
考
慮
し
て
、

パ
ウ
エ
ル
議
長
続
投
が
メ
イ
ン
シ
ナ

リ
オ
だ
っ
た
と
の
見
方
も
あ
る
。
た

だ
一
部
で
は
、
ブ
レ
イ
ナ
ー
ド
理
事

の
議
長
昇
格
予
想
も
あ
っ
た
た
め
、

そ
の
思
惑
が
な
く
な
り
不
透
明
材
料

が
１
つ
消
え
た
こ
と
に
な
る
。

今
回
明
ら
か
に
さ
れ
た
人
事
案
で

は
、
ブ
レ
イ
ナ
ー
ド
理
事
は
１
月
31

日
に
任
期
が
終
了
す
る
ク
ラ
リ
ダ
副

議
長
の
後
任
と
し
て
副
議
長
へ
就
任

す
る
。
ブ
レ
イ
ナ
ー
ド
理
事
は
、
い

わ
ゆ
る
ハ
ト
派
と
し
て
知
ら
れ
て
お

り
、
パ
ウ
エ
ル
現
議
長
よ
り
も
よ
り

金
融
緩
和
を
重
視
す
る
ス
タ
ン
ス
で

あ
る
。
そ
の
た
め
、
仮
に
議
長
に
就

任
す
れ
ば
、
パ
ウ
エ
ル
議
長
の
言
及

し
た
年
内
の
緩
和
縮
小
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル
の
修
正
や
利
上
げ
の
先
送
り
の
思

惑
が
強
ま
る
と
み
ら
れ
て
い
た
。

一
方
、
ク
ラ
リ
ダ
現
副
議
長
は
、

資
産
購
入
縮
小
ペ
ー
ス
を
加
速
さ
せ

る
議
論
を
示
唆
し
て
お
り
、
Ｆ
Ｒ
Ｂ

理
事
の
な
か
で
は
や
や
タ
カ
派
と
み

ら
れ
て
い
た
。
こ
の
た
め
、
今
回
の

議
長
、
副
議
長
人
事
は
、
バ
ラ
ン
ス

を
取
る
結
果
に
な
っ
た
と
も
い
え

る
。ま

た
、
緩
和
縮
小
ペ
ー
ス
の
加
速

を
主
張
し
て
い
た
ウ
ォ
ー
ラ
ー
理
事

の
退
任
や
、
入
替
え
人
事
が
あ
る
た

め
、
連
邦
公
開
市
場
委
員
会
（
Ｆ
Ｏ

Ｍ
Ｃ
）で
の
投
票
権
を
持
つ
メ
ン
バ
ー

の
政
策
ス
タ
ン
ス
の
全
体
像
は
未
知

数
の
部
分
が
あ
る
。
た
だ
し
、
金
融

政
策
の
行
方
を
占
う
う
え
で
重
要
な

の
は
、
人
事
に
加
え
最
新
の
デ
ー
タ

で
あ
る
こ
と
に
変
わ
り
は
な
い
。

労
働
市
場
の
ス
ラ
ッ
ク
（
緩
み
）

が
解
消
せ
ず
、
イ
ン
フ
レ
指
標
の
悪

化
が
続
く
状
況
を
具
体
的
に
指
摘
す

る
Ｆ
Ｒ
Ｂ
理
事
や
連
銀
総
裁
も
増
え

て
い
る
。
12
月
14
、
15
日
の
次
回
Ｆ

Ｏ
Ｍ
Ｃ
ま
で
の
雇
用
統
計
と
イ
ン
フ

レ
指
標
に
対
す
る
Ｆ
Ｏ
Ｍ
Ｃ
メ
ン

バ
ー
の
発
言
が
注
目
さ
れ
る
。

証
　
　
券

日
本
の
株
価
を
抑
制
し
て
い
る
も
の

は
何
か
？

岸
田
内
閣
が
本
格
的
に
動
き
出
し

た
。
最
初
の
大
仕
事
は
過
去
最
大
級

の
経
済
対
策
で
あ
る
。
財
政
支
出
は

約
56
兆
円
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
約
10
％
と
巨

額
で
あ
る
が
、
コ
ロ
ナ
禍
に
苦
し
む

国
民
生
活
へ
の
支
援
が
中
心
と
な
る

た
め
、
株
式
市
場
へ
の
イ
ン
パ
ク
ト

は
乏
し
い
。
成
長
と
分
配
の
好
循
環

と
い
う
キ
ャ
ッ
チ
フ
レ
ー
ズ
が
具
体

化
さ
れ
て
こ
な
い
と
、
株
式
市
場
は

政
策
に
反
応
し
な
い
と
み
ら
れ
る
。

現
在
、
株
式
市
場
に
大
き
な
影
響

を
与
え
て
い
る
の
が
、
コ
ロ
ナ
禍
の

動
向
と
そ
れ
に
連
動
す
る
社
会
経
済

活
動
の
規
制
の
方
向
性
（
緩
和
か
強

化
か
）
で
あ
る
。
日
本
の
現
在
の
感

染
者
数
は
減
少
傾
向
に
あ
る
が
、
欧

米
主
要
国
や
韓
国
な
ど
、
多
く
の
国

は
ワ
ク
チ
ン
接
種
が
進
ん
だ
に
も
か

か
わ
ら
ず
、
感
染
が
増
加
し
つ
つ
あ

り
、
状
況
は
深
刻
で
あ
る
。

日
本
の
感
染
状
況
も
現
在
は
落
ち

着
い
て
い
る
と
は
い
え
、
今
後
欧
州

各
国
の
よ
う
に
感
染
が
再
拡
大
す
る

懸
念
も
指
摘
さ
れ
て
い
る
。

10
月
以
降
、
緊
急
事
態
宣
言
解
除

と
な
り
、
旅
行
、
輸
送
、
外
食
・
小

売
り
、
イ
ベ
ン
ト
な
ど
の
規
制
が
緩

和
さ
れ
、
需
要
回
復
の
情
報
も
増
え

て
き
た
。
こ
う
し
た
業
界
の
業
績
回

復
が
、
現
状
で
も
好
調
な
、
多
く
の

製
造
業
の
業
績
に
加
算
さ
れ
る
こ
と

に
な
る
。
現
在
、
一
進
一
退
を
続
け

て
い
る
日
本
株
価
が
足
取
り
を
変
え

て
も
お
か
し
く
な
い
状
況
に
な
っ
て

き
て
い
る
。

株
価
が
も
た
つ
き
を
脱
す
る
こ
と

が
で
き
な
い
の
は
、
投
資
家
が
コ
ロ

ナ
禍
の
収
束
を
信
ず
る
こ
と
が
で
き

ず
、
い
ず
れ
次
の
感
染
の
波
（
第
６

波
）
が
来
る
こ
と
を
お
そ
れ
て
い
る

か
ら
と
も
み
ら
れ
る
。
こ
れ
は
感
染

拡
大
の
方
向
性
を
判
断
で
き
ず
、
ワ

ク
チ
ン
や
治
療
薬
の
開
発
で
も
世
界

に
遅
れ
を
と
っ
た
、
政
府
の
コ
ロ
ナ

対
策
や
わ
が
国
の
科
学
技
術
へ
の
不

信
感
の
表
れ
と
の
声
も
あ
る
。

世
界
的
に
み
れ
ば
、
ア
メ
リ
カ
を

中
心
に
原
油
価
格
上
昇
、
半
導
体
の

需
給
ひ
っ
迫
な
ど
が
イ
ン
フ
レ
を
招

き
、
金
利
上
昇
、
金
融
政
策
転
換
と

な
っ
て
株
式
市
場
を
揺
さ
ぶ
る
の
で

は
な
い
か
、
と
い
う
懸
念
が
強
ま
っ

て
い
る
よ
う
だ
。
し
か
し
、
わ
が
国

の
場
合
、
や
や
事
情
が
異
な
っ
て
コ

ロ
ナ
禍
へ
の
強
い
懸
念
が
株
価
を
抑

え
て
い
る
と
も
考
え
ら
れ
る
。


